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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期 
第３四半期 
連結累計期間

第66期
第３四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自 平成23年４月１日 
至 平成23年12月31日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 9,743 9,745 13,658

経常利益 (百万円) 844 985 1,106

四半期(当期)純利益 (百万円) 460 588 605

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 394 587 604

純資産額 (百万円) 18,144 18,021 18,313

総資産額 (百万円) 21,442 21,184 22,299

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 20.96 28.33 27.68

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 84.6 85.1 82.1

　

回次
第65期
第３四半期
連結会計期間

第66期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成23年10月１日 
至 平成23年12月31日

自 平成24年10月１日 
至 平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 7.73 11.39

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社　キング(E02645)

四半期報告書

 2/16



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもので

あります。

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、欧州債務問題や新興国の成長鈍化を要因とした
世界経済の減速などの影響により、国内景気も低調裡に推移いたしました。
　ファッション業界におきましても、景気の先行きが不透明な中、個人消費は盛り上がりに欠け、併せ
て天候不順も重なり、引き続き厳しい経営環境が続きました。 
　このような環境のもと当社グループは、「強いものづくり」という揺るがない基軸のもと、独自性・
複雑性を徹底追求し、高品質・高品位の商品づくりに引き続き注力いたしました。　 
　その結果、売上高は97億45百万円（前年同期比0.0％増加）、経常利益は９億85百万円（前年同期比
16.8％増加）となり、四半期純利益は５億88百万円（前年同期比27.7％増加）となりました。 
　事業セグメント別の状況は以下のとおりであります。 
 
（アパレル事業）
　アパレル事業におきましては、消費者からの更なる安心・信頼・満足を勝ち得るべく、高品質・高感
度の強い商品を提供し続けるとともに、その商品にふさわしいショップづくりと質の高い店頭基軸の
ビジネススタイル確立に注力いたしました。具体的にはフランチャイズショップ戦略・複合ブランド
ショップの開発を一層推進するとともに、店頭運営力の向上に向けて「店頭活性化マニュアル」の徹
底活用、店舗内装やＶＭＤを中心としたショップ演出力の感度アップ等により、商品とお客様が出会
う店頭をよりご満足いただけるよう注力いたしました。その結果、売上高は87億49百万円（前年同期
比1.6％増加）、営業利益は７億87百万円（前年同期比20.2％増加）となりました。 
 
（テキスタイル事業）
　テキスタイル事業におきましては、「プリントのプロ集団」である企画提案型テキスタイルコン
バーターとして、意匠力・提案力・対応力を強化するとともに、「ヴィンテージコレクション」
（1800年から1980年までのヨーロッパ生地見本）を有効活用することにより創造性・独自性をア
ピールし、高感度・高品質商品の提案を推進いたしました。その結果、売上高は９億95百万円（前年同
期比11.9％減少）、営業利益は35百万円（前年同期比21.0％減少）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

（資　産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産は211億84百万円となり、前連結会計年度末比11億14
百万円の減少となりました。　 
　流動資産は98億78百万円となり、前連結会計年度末比12億65百万円減少いたしました。これは主に、
現金及び預金の減少によるものであります。また、固定資産は113億６百万円となり、前連結会計年度
末比１億50百万円増加いたしました。これは主に、その他の投資の増加によるものであります。
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（負　債）

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は31億63百万円となり、前連結会計年度末比８億22
百万円の減少となりました。 
　流動負債は23億93百万円となり、前連結会計年度末比７億39百万円減少いたしました。これは主に、
支払手形及び買掛金、未払法人税等の減少及び賞与引当金の減少等によるものであります。また、固定
負債は７億70百万円となり、前連結会計年度末比83百万円減少いたしました。これは主に、長期借入金
の返済期限が１年以内となったことによる流動負債への振替によるものであります。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は180億21百万円となり、前連結会計年度末比２
億92百万円減少いたしました。これは主に利益剰余金の増加及び自己株式の増加によるものでありま
す。 
　なお、自己資本比率は、85.1％となりました。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社が

企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ安定的に確保し、向上していくことを可能とする者で

ある必要があると考えております。

　当社は、当社株式について大量買付等がなされる場合であっても、これが当社の企業価値・株主共同

の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の

移転を伴う株式の大量買付提案についての判断は、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべき

ものと考えております。

　しかしながら、株式の大量買付等の中には、企業価値ひいては株主共同の利益に明白な侵害をもたら

すもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が大量買付

行為の内容や条件等について十分検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十

分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件を引き出すた

めに買付者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少

なくありません。

　特に、当社の企業価値の源泉は、主に、① アパレル市場におけるミッシー・ミセスゾーンで長年にわ

たって培ってきたブランド力、② ベターアップ商品でのクリエーション展開に特化しての高感度・高

品質な商品開発力、③ 優れた製品品質とそれを支える技術力、並びに、高い生産性と縫製技術による生

産・供給体制、④ 当社と顧客をつなぐ様々な販売チャネルの取引先との密接な人的関係に支えられた

信頼関係、⑤ 充実した教育を受け豊富な販売経験を有する当社のファッション・アドバイザーが直接

顧客に接し販売することによりもたらされる顧客からの信頼等にあり、これらが株式の大量買付等を

行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益は毀損されることになります。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付等を行う者は、当社の財務

及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付等に対しては、

必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要

があると考えます。

　当社は、上記方針に基づき、平成22年５月12日開催の取締役会において、不適切な者によって当社の財

務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組である買収防衛策の導入、変更、継

続、廃止及び発動にあたり、株主の意思を法的により明確な形で反映させるべく、平成22年６月29日開

催の定時株主総会における株主の承認を条件として定款一部変更について決議するとともに、当社株

式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）（以下、「本プラン」という）の更新を決議いたし

ました。

　なお、平成22年６月29日開催の当社定時株主総会において「本プラン」につき、当社株主の皆様のご

承認をいただいております。

　「本プラン」の概要は以下のとおりであります。
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(a)本プランの概要

①本プランの手続の設定

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社の株

式等に対する買付等もしくはこれに類似する行為またはその提案が行われる場合に、買付等を行う者に

対し、事前に当該買付等に関する必要かつ十分な情報の提供を求め、当該買付等についての情報収集・検

討等を行う時間を確保したうえで、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等と

の交渉を行っていくための手続を定めるものです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②新株予約権の無償割当ての利用

買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う等、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益が害されるおそれがあると認められる場合には、当社は、対抗措置として買付者等によ

る権利行使は認められないとの行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約

権を取得する旨の取得条項が付された新株予約権（以下「本新株予約権」という）を、その時点の全て

の株主に対して新株予約権の無償割当て（会社法第277条以降に規定される）の方法により割り当てま

す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

③取締役会の恣意的判断を排するための独立委員会の利用

本プランにおいては、本新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断について、当社取

締役会の恣意的判断を排するため、独立委員会規程に従い、当社経営陣からの独立性の高い社外取締役、

社外監査役、または社外の有識者から構成される独立委員会の判断を経るとともに、株主の皆様に独立委

員会が適切と判断する時点で情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。また、独立

委員会は、当社取締役会に対し、本プラン所定の場合には、本新株予約権の無償割当ての実施に関して株

主の皆様の意思を確認するよう勧告することがあります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④本新株予約権の行使等による買付者等への影響

本プランに従って本新株予約権の無償割当てがなされ、買付者等以外の株主の皆様により本新株予約

権が行使された場合、または当社による本新株予約権の取得と引換えに、買付者等以外の株主の皆様に対

して当社株式が交付された場合、当該買付者等の有する当社株式の議決権割合は希釈化される可能性が

あります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑤対象となる買付等

本プランは下記(イ)または(ロ)に該当する当社株式等の買付またはこれに類似する行為（ただし、当

社取締役会が承認したものを除く。当該買付行為を、以下「買付等」という）がなされる場合を適用対象

とします。買付等を行う者または提案する者（以下「買付者等」という）は、予め本プランに定める手続

に従うこととします。

(イ)当社が発行者である株式等について、保有者の株式等保有割合が20％以上となる買付

(ロ)当社が発行者である株式等について、公開買付けに係る株式等の株式等所有割合及びその特別関係

者の株式等所有割合の合計が20％以上となる公開買付け
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(b)本プランに対する当社取締役会の判断及びその理由

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入さ

れたものであり、当社の基本方針の実現に資するものであります。

　また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆

様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主の皆様の

ために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

を確保し、向上させるという目的をもって導入されたものであり、基本方針に沿うものであります。

　したがって、当社取締役会は、本プランは、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員

の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 95,572,000

計 95,572,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成25年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 24,771,561 24,771,561
大阪証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 24,771,561 24,771,561 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年12月31日 ― 24,771,561 ― 2,346 ― 8,127

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成24年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
  普通株式 ― ―

5,134,100

完全議決権株式(その他)
普通株式

19,625,200
196,252 ―

単元未満株式
普通株式

12,261
― ―

発行済株式総数 24,771,561 ― ―

総株主の議決権 ― 196,252 ―

(注) １．当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成24年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれております。
　

② 【自己株式等】
平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社キング

大阪府吹田市豊津町１－７ 5,134,100 ― 5,134,100 20.73

計 ― 5,134,100 ― 5,134,100 20.73

(注) １．当第３四半期会計期間末日現在については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載することができな

いことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

２．平成24年12月４日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成24年12月５日から平成24年12月31日までの期間

に自己株式161,200株を取得した結果、当第３四半期会計期間末現在の当社所有自己株式数（すべて自己名義

所有）は5,295,358株であります。
　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま
す。
(1) 退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 常務執行役員 緒方　廣嗣 平成24年12月31日
　

(2) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 常務執行役員

取締役 常務執行役員
アヴェニュー事業部長
兼 インテリエ事業部長

兼 営業統轄

緒方　廣嗣 平成24年10月１日

取締役 常務執行役員 
企画統轄 

兼 ピエッサ事業部長 
兼 東京本社店長

取締役 常務執行役員 
ライセンス事業部長 
兼 ピエッサ事業部長 

兼 企画統轄
兼 東京本社店長

四反田　孝 平成24年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成24年10月１

日から平成24年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,837 5,505

受取手形及び売掛金 ※1
 1,786

※1
 1,428

商品 2,129 2,488

原材料及び貯蔵品 49 49

繰延税金資産 182 75

その他 225 385

貸倒引当金 △66 △55

流動資産合計 11,144 9,878

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,212 2,202

土地 3,558 3,558

その他（純額） 360 333

有形固定資産合計 6,131 6,094

無形固定資産 43 64

投資その他の資産

投資有価証券 1,001 902

長期貸付金 16 13

繰延税金資産 160 148

投資不動産（純額） 2,486 2,454

差入保証金 771 782

その他 583 870

貸倒引当金 △39 △25

投資その他の資産合計 4,980 5,147

固定資産合計 11,155 11,306

資産合計 22,299 21,184
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※1
 1,369

※1
 1,210

短期借入金 380 380

1年内返済予定の長期借入金 － 50

未払法人税等 334 116

賞与引当金 304 93

役員賞与引当金 22 18

返品調整引当金 5 2

その他 716 523

流動負債合計 3,133 2,393

固定負債

長期借入金 50 －

退職給付引当金 295 267

資産除去債務 100 103

長期未払金 177 177

その他 229 221

固定負債合計 853 770

負債合計 3,986 3,163

純資産の部

株主資本

資本金 2,346 2,346

資本剰余金 8,127 8,127

利益剰余金 8,642 8,994

自己株式 △863 △1,507

株主資本合計 18,251 17,959

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 61 61

その他の包括利益累計額合計 61 61

純資産合計 18,313 18,021

負債純資産合計 22,299 21,184
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

売上高 9,743 9,745

売上原価 4,355 4,200

売上総利益 5,387 5,544

販売費及び一般管理費 4,735 4,762

営業利益 652 781

営業外収益

受取利息 15 14

受取配当金 24 25

受取地代家賃 208 281

貸倒引当金戻入額 13 12

その他 55 41

営業外収益合計 316 375

営業外費用

支払利息 3 3

賃貸費用 119 118

自己株式取得費用 0 46

その他 2 3

営業外費用合計 125 171

経常利益 844 985

特別利益

固定資産売却益 3 2

特別利益合計 3 2

特別損失

固定資産除却損 6 17

投資有価証券売却損 3 －

特別損失合計 10 17

税金等調整前四半期純利益 836 970

法人税、住民税及び事業税 218 263

法人税等調整額 157 118

法人税等合計 376 381

少数株主損益調整前四半期純利益 460 588

四半期純利益 460 588

少数株主損益調整前四半期純利益 460 588

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △66 △0

その他の包括利益合計 △66 △0

四半期包括利益 394 587

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 394 587

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得

した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

　これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純

利益はそれぞれ18百万円増加しております。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、以下の期末日満期手形を満期日に決済

が行われたものとして処理しております。

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日)

受取手形 34百万円 26百万円

支払手形 103百万円 72百万円

　
○　保証債務

連結会社以外による金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

　
当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

㈲クレール　他25件 35百万円 　 ㈲クレール　他36件 51百万円

　　　　　　　　　　　　　　　

(四半期連結損益及び包括利益計算書関係)

四半期連結財務諸表規則第69条第３項の規定に基づき、注記を省略しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

  なお、第３四半期連結累計期間における減価償却費（無形固定資産、投資その他の資産に係る償却費

を含む）は以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

減価償却費 417百万円 427百万円

　
(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年５月10日
取締役会

普通株式 利益剰余金 132 6 平成23年３月31日 平成23年６月14日

                            

2．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 236 11平成24年３月31日 平成24年６月13日

　

2．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
　

3．株主資本の著しい変動

当社は、平成24年７月31日及び平成24年12月４日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の

規定により読み替えて適用される同法第156条第１項及び当社定款の規定に基づき、自己株式を取得

することを決議し、自己株式2,052,480株を取得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間

において自己株式が643百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が1,507百万円

となっております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

前第３四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年12月31日)

　 報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結 
財務諸表計上額 

(注)2　
アパレル
事業

テキスタイル
事業 計

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 8,613 1,130 9,743 － 9,743

(2)セグメント間の内部売上高

　 又は振替高
30 57 88 △88 －

計 8,644 1,187 9,831 △88 9,743

セグメント利益 654 44 699 △47 652

（注）１．セグメント利益の調整額 △47百万円には、セグメント間取引消去 △１百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用 △45百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
当第３四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

　 報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結 
財務諸表計上額 

(注)2　
アパレル
事業

テキスタイル
事業 計

　 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 8,749 995 9,745 － 9,745

(2)セグメント間の内部売上高

　 又は振替高
33 44 77 △77 －

計 8,782 1,039 9,822 △77 9,745

セグメント利益 787 35 822 △40 781

（注）１．セグメント利益の調整額 △40百万円には、セグメント間取引消去 △0百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用 △40百万円が含まれております。

尚、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成24年10月１日　至　平成24年12月31日)

　該当事項はありません。
　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 20円96銭 28円33銭

　　(算定上の基礎) 　 　

　　四半期純利益金額(百万円) 460 588

　　普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

　　普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 460 588

　　普通株式の期中平均株式数(千株) 21,964 20,756

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日　至　平成24年12月31日)

（自己株式の取得）

当社は、平成24年12月４日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議し、以下のとおり自己株式の取得を実施いたし

ました。

１．自己株式の取得を行う理由

資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため

２．自己株式の取得に関する平成24年12月４日開催の取締役会決議内容

(1) 取得対象株式の種類 当社普通株式 　

(2) 取得し得る株式の総数 600,000株（上限）

(3) 株式の取得価額の総額 186,000,000円（上限）

(4) 取得期間 平成24年12月５日から平成25年３月21日まで

３．平成25年１月１日以降、平成25年１月31日までの期間に取得した自己株式は、以下のとおりであります。

(1) 取得株式数 42,800株

(2) 取得総額 15,834,000円

(3) 取得期間 平成25年１月１日から平成25年１月31日まで（約定ベース）

(4) 取得方法 市場買付
 

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　　　

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年２月12日

株  式  会  社  キ  ン  グ

  取  締  役  会  御  中

　

京  都  監  査  法  人

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    中   村        源   印

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    高   井   晶   治   印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社キングの

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社キング及び連結子会社の平成24年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
　
　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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